
八王子市住民主体による介護予防・生活支援サービス事業実施要綱 
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令和元年（2019年）12月 1日改訂 

令和２年（2020年）４月１日改訂 
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（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」という。）第 115条の 45第１項第１

号に定める第１号事業のうち、住民等が主体となって提供する介護予防・生活支援サービス（以下「住

民主体サービス」という。）の実施について必要な事項を定めるものとする。  

 

（目的）  

第２条 住民ボランティアや特定非営利法人等の地域住民が主体となり、地域課題やニーズ等の実情に

応じた住民主体サービスを提供することで、高齢者の自立した生活環境の維持又は向上を図るとと

もに、高齢者自らも住民主体サービスの提供者となることで介護予防を促進し、地域主体による自

助・互助の充実を図る。 

 

（定義）  

第３条 この要綱における用語は、法、介護保険法施行規則及び介護予防・日常生活支援総合事業の

適切かつ有効な実施を図るための指針（平成 27年厚生労働省告示第 196号）の例による。  

２ この要綱における「生活支援」とは、高齢者の居宅における多様な生活上の困りごとに対し、地域住

民が主体となって行う掃除、洗濯、買い物、ゴミだし、庭の手入れ等の多様な生活援助をいう。 

３ この要綱における「通いの場」とは、趣味活動や生涯学習、運動等を通じて、高齢者の生きがいや外

出の機会を創出し、地域住民の交流を図る（地域の中で住民同士が繋がりを持つ）多様な活動の「場」

をいう。 

 

（実施主体） 

第４条 実施主体は、次に掲げる条件を満たし、第６条に定める活動を行う団体（以下「サービス提供団

体」という。）とする。ただし、八王子市暴力団排除条例（平成 24年 12月６日条例第 45号）第２条

第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）が構成員となっている団体又は同第１号に規

定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する団体を除く。 

 （１） 市内で活動する構成員が 5人以上の団体 

 （2） 政治活動及び宗教活動を目的としない団体 

 （３） 特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反対することを目的としない団体 

  



（利用者） 

第５条 住民主体サービスの提供を受ける者は、八王子市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

（以下「実施要綱」という。）第５条に定める対象者（以下「利用者」という。）とする。 

２ サービス提供団体は、地域課題の解決や地域住民の求めに応じ、利用者の範囲を拡大することがで

きる。 

 

（内容） 

第６条 住民主体サービスで提供される内容は、利用者の居宅において行う掃除、洗濯、買い物、ゴミだ

し、庭の手入れ等の多様な生活上の困りごとに対する生活援助のほか、第２条に定める目的のために

行われる多様な生活支援とする。 

２ 提供する生活支援の内容は、市が別に配置する生活支援コーディネーターと連携し、地域課題やニ

ーズを踏まえ、サービス提供団体が決定する。 

３ サービス提供団体は、住民主体サービスの周知や従事者の確保等を目的とした普及啓発及び従事

者の資質向上に取り組むものとする。 

４ 従事者が運転者となり、自家用車やレンタカー等を活用して住民主体サービス（買い物支援や医療

受診支援等）を提供する場合は、道路運送法（昭和 26年法律第 183号）及び令和 6年（2024年）

3月 1日国土交通省通達等の関連通知「道路運送法における許可または登録を要しない運送に関す

るガイドライン」の範囲でのみ運用できるものとする。なお、その場合、運転者となる従事者は、市が指

定する運転者講習を受講すること。 

 

（サービス提供団体の創意工夫による多様な活動） 

第７条 サービス提供団体は第６条に定める生活支援と連動し、地域住民の自立した生活環境の維持

又は向上を図るため、地域資源を活用した通いの場の運営や介護予防の取り組み、地域課題の解決

に向けた活動等、自らの創意工夫により多様な活動を行うことができる。 

２ 実施内容については生活支援コーディネーターとの協議のうえ決定すること。 

 

（サービス提供団体の公募） 

第８条 市は当該事業の参加申込に関する事項を規定した「募集要項」を定め、サービス提供団体を公

募するものとする。 

 

（参加申込） 

第９条 サービス提供団体として参加しようとする者（以下「応募者」という。）は、次に掲げる応募書類及

びその付属資料を市に提出し、団体内での役割を明らかにするものとする。 

 （１）参加申込書（第１号様式） 

 （２）活動者名簿（第２号様式） 

 （３）活動内容がわかる書類（チラシ等） 

 （４）団体の会則 

 



（サービス提供団体の審査及び通知） 

第 10条 市は前条の規定により提出された書類に基づき、次に掲げる事項について審査する。 

 （１） 提供するサービス内容の妥当性について 

 （２） 第４条に規定する要件及び募集要項に基づく応募要件の妥当性について 

 （３） その他、本事業の参加に必要な事項について 

２ 市は、前項による審査を行い、サービス提供団体として参加が適当であると認められる場合は「参加

団体決定通知書」（第３号様式）により速やかに応募者に通知する。 

 

（内容変更） 

第 1１条 サービス提供団体は、参加申込書の内容に変更があった場合、「内容変更届出書」（第４号様

式）により、速やかに市に提出しなければならない。活動者に変更があった場合は、「活動者名簿」（第

2号様式）を提出すること。 

２ 前項における審査は前条の規定を準用する。 

 

（休止・廃止・取消） 

第１２条 サービス提供団体は活動を休止又は廃止しようとする場合、「休止・廃止届出書」（第５号様式）

により、速やかに市に提出しなければならない。 

２ 市は前項の規定による届け出があった場合のほか、次に掲げる状況が認められた場合は、当該事業

への参加を取り消すことができる。 

 （１） サービス提供団体と一定期間、連絡がとれない等、団体の活動の実態がないと認められる場合 

 （２） 第４条に定める要件を満たさなくなったと認められる場合 

 （３） 休止の届け出があった期間の最終日から一定期間連絡が取れない場合 

 

（補助金の活用） 

第 1３条 サービス提供団体は「八王子市住民主体による介護予防・生活支援サービス事業補助金交付

要綱」に基づき、当該補助金の交付申請を行うことができる。 

 

（実績報告） 

第 1４条 サービス提供団体は月次報告書（第６号様式）により、市にその月毎の実施状況を速やかに報

告しなければならない。 

 

（公表）  

第 1５条 市は、次の各号を含む住民主体サービスの内容を、サービス提供団体ごと公表する。 

（１） サービス提供団体の概要（名称、住所、連絡先等） 

（２） 提供内容 

（３） 提供時間 

（４） 提供範囲 

（５） 利用者が負担する費用 



（６） 利用に関する連絡先 

（７） その他サービス利用に関して必要な事項 

 

（研修） 

第 1６条 サービス提供団体の従事者は、市が主催又は推奨する高齢者への適切な対応や個人情報保

護、衛生管理等の知活動に必要となる基礎知識の習得を目的とした研修の受講に努めるものとする。 

２ 前項に定める市が主催する研修の受講終了者を「助け合いパートナー」と呼称する 

 

（サービス提供団体の責務）  

第 1７条 サービス提供団体は、住民主体サービスを適切かつ安全に提供するため、従事者に対して、

次の必要な措置を講じなければならない。 

（１） 安全なサービス提供を行うことを目的とした関連研修の受講 

（２） 従事者の健康状態の管理 

（３） 個人情報の適切な管理（個人情報の保護、情報セキュリティ） 

２ 地域との結び付きを重視するとともに、市及び地域包括支援センター等の関連機関と連携した運営

を行うこと。 

３ サービス提供にあたり発生する事故等については、サービス提供団体の責務において適切に対応す

ること。 

４ 日頃より地域課題やニーズの把握に努め、生活支援コーディネーターとの意見交換や生活支援協議

体等への参加、地域包括支援センターと連携した自立支援・介護予防の取り組み等、市が推進する

生活支援体制の充実に協力すること。 

 

（助け合いコーディネーターの配置）  

第 1８条 サービス提供団体は、従事者の中から、主に市や地域包括支援センター等の関連機関との連

絡調整を行う者として、助け合いコーディネーターを１名以上指名する。 

２ 助け合いコーディネーターは、市及び地域包括支援センター等が主催する会議等への参加依頼があ

った場合、これに協力すること。 

３ 助け合いコーディネーターは、地域課題やニーズの把握に努める。 

４ 助け合いコーディネーターは、市が配置する生活支援コーディネーターに対し、サービス提供団体の

活動状況や地域課題の共有を目的とした定期的な情報交換を原則月１回以上実施すること。 

５ 助け合いコーディネーターは生活支援コーディネーターと連携し、前項で把握及び共有した地域課

題等の解決に向けた取り組みを推進する。 

 

（八王子市地域助け合い・社会参加応援団体の登録）  

第 1９条 市は、サービス提供団体を、八王子市地域主体による助け合い・社会参加応援事業実施要綱

第６条に定める「八王子市地域助け合い・社会参加応援団体」に該当するとみなし、あわせて当該活

動団体に登録する。 

 



（保険の加入） 

第２０条 市は、サービス提供団体及び利用者が、住民主体サービスを安心、安全に提供又は利用でき

るよう、その活動を補償範囲とする傷害保険等に加入する。 

 

（記録・保存） 

第 21 条 サービス提供団体は、住民主体サービスの提供に関する記録を整備し、事実が発生した日の

属する年度が終了した日から５年間保存する。 

２ サービス提供団体は、前項に規定するもののほか、会計に関する記録、事故の状況及び処置に関す

る記録を整備し、事実が発生した日の属する年度が終了した日から５年間保存する。 

 

（遵守事項）  

第 22条 サービス提供団体は、次の事項を順守しなければならない。 

（１） 従事者の衛生及び健康管理 

  従事者の清潔の保持及び健康状態の管理のための対策を講じること。 

（２） 秘密保持 

従事者又は従事者であった者が、正当な理由がなく当該事業で知り得た利用者又はその家族に関

する情報を漏らすことがないよう、必要な措置を講じること。 

（３） 緊急時の対応 

サービス提供時、利用者に病状の急変等が生じた場合、救急車の手配や主治医への連絡等、速や

かに必要な対応をとること。 

（４） 事故発生に係る対応 

利用者に対する住民主体サービスの提供において事故が発生した場合、次の対応をとること。 

ア 市及び利用者の家族や地域包括支援センター等に連絡し、その指示に従うこと。 

イ 事故の状況及び事故に関する処置について記録し、後日速やかに市へ報告すること。 

ウ 賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに第 20 条に規定する賠償及び傷害保険等にかか

る手続きを行うこと。 

 

（評価）  

第 2３条 サービス提供団体は、提供するサービス内容や質に関する評価を定期的に実施し、必要に応

じて内容等の改善に努めること。  

 

（苦情処理） 

第 2４条 実施要綱第 13条に定める苦情処理に準じる。 

 

（その他） 

第 2５条 その他、本要綱に定めるもののほか、必要な事項は市が別に定める。 

 

 



附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成 31年（2019年）４月１日から施行する。 

この要綱は、令和元年（2019年）12月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年（2020年）４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年（2021年）４月１日から施行する。 

この要綱は、令和７年（202５年）４月１日から施行する。 

 


